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以下の 3つの軽減措置について、平成 28年度も継続することとしましたので、お知らせします。 

1. 小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置 

2. 小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計画税の減免措置 

3. 商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負担水準の上限引下げ措置 

なお、3つの軽減措置の概要は、以下のとおりです。 

 

固定資産税等の軽減措置の概要 

対象 経緯 軽減の割合等 

小規模住宅用地 

（面積 200平方メートルまでの部分） 

創設 昭和 63年度  

目的 都民の定住確保  

地価高騰に伴う負担緩和 

都市計画税 2分の 1 

小規模非住宅用地 

（面積 400平方メートル以下の土地のう

ち 200平方メートルまでの部分） 

創設 平成 14年度  

目的 過重な負担の緩和  

中小企業の支援 

固定資産税、都市計画税 2割 

商業地等 

（負担水準が 65％を超える商業地等） 

創設 平成 17年度 

目的 負担水準の不均衡を是正 

過重な負担の緩和 

固定資産税、都市計画税 

負担水準 65％に相当する 

税額まで軽減 
 

※対象は 23区内の土地です。 
 

「小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置」及び「商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負担

水準の上限引下げ措置」については、平成 28年第一回都議会定例会に東京都都税条例改正案を提出する予定

です。 

問い合わせ先 主税局税制部税制課 電話 03-5388-2949 

 

これら 3 つの軽減措置の実現により、約 625 億円の税負担が軽減されます。 

陳情ハガキ運動のご協力ありがとうございました。青色申告会は、 

これからも会員の皆様のための税制に関する要望運動を展開してまいります。 

江東西あおいろ会報 
公益社団法人 

江東西青色申告会 
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1
月
5
日(

火)
 

三
役
会(

会
長:

福
與
公
秀) 

1
月
19
日
に
開
催
さ
れ
る
新
年
賀
詞
交
歓
会
の
運
営
に

つ
い
て
協
議
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
次
回
理
事
会
の
議

題
を
決
定
し
ま
し
た
。 

1
月
19
日(

火) 

新
年
賀
詞
交
歓
会
及
び
65
周
年
記
念
式
典 

 

古
石
場
文
化
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
新
年
賀
詞
交
歓
会
お

よ
び
、
当
会
が
創
立
65
周
年
を
迎
え
た
こ
と
を
記
念
し
、
あ

わ
せ
て
式
典
を
開
催
い
た
し
ま
し
た
。
当
日
は
関
係
各
所
よ

り
ご
来
賓
を
お
招
き
し
、
新
年
を
祝
い
ま
し
た
。 

ま
た
会
員
に
よ
る
舞
踊
の
披
露
や
65
周
年
の
歩
み
を
振
り
返

る
な
ど
の
催
し
が
あ
り
盛
会
裏
に
終
了
い
た
し
ま
し
た
。 

1
月
22
日(

金)

理
事
会(

会
長:

福
與
公
秀) 

 

総
会
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
確
認
と
、
新
部
創
設
に
つ
い

て
議
論
が
行
わ
れ
継
続
審
議
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
確
定
申

告
期
の
広
報
活
動
と
不
動
産
所
得
者
に
お
け
る
準
会
員
制
度

に
つ
い
て
も
審
議
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
来
期
は
役
員
改
選
期

で
あ
る
た
め
理
事
候
補
者
の
決
議
が
行
わ
れ
、
全
会
一
致
で

承
認
さ
れ
ま
し
た
。 

   

 

2
月 

2(

火)

三
役
会 

5(

金)

青
色
コ
ー
ナ
ー
運
営
委
員
会 

8(

月)

国
税
局
青
色
コ
ー
ナ
ー
内
覧
会 

16(

火)

所
得
税
の
確
定
申
告
書
受
付
開
始 

23(

火)

理
事
会 

3
月 

1(

火)

三
役
会 

15(

火)

所
得
税
の
確
定
申
告
書
提
出
・
納
付
期
限 

16(

水)

創
立
記
念
日 

17(

木)

消
費
税
の
申
告
相
談
開
始 

22(

火)

三
役
会 

23(

水)

青
年
部
正
副
部
長
会
議
・
事
業
委
員
会 

24(

木)

理
事
会 

30(

水)

青
年
部
下
期
反
省
会 

31(

木)

消
費
税
の
確
定
申
告
書
提
出
納
付
期
限 

年
度
末 

 

 

 
 

3
月
号
の
会
報
は
お
休
み
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。 


 

3
月
16
日(

水)

は
、
創
立
記
念
日
の
た
め
お
休
み
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。 


 

毎
年
5
月
号
の
会
報
に
は
、
総
会
資
料
と

と
も
に
総
会
出
欠
ハ
ガ
キ
を
お
入
れ
し
て

お
り
ま
す
。 

総
会
に
出
席
が
で
き
な
い
方
は
、
5
月
号

同
封
の
ハ
ガ
キ
に
て
委
任
状
を
ご
提
出
く

だ
さ
い
。 

ご
提
出
が
な
い
と
総
会
が
成
立
い
た
し
ま

せ
ん
の
で
、
ご
協
力
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お

願
い
い
た
し
ま
す
。 

事
務
局
か
ら
の
お
知
ら
せ 

各
会
議
・
行
事 

ご
報
告 

 
こ
れ
か
ら
の
予
定 

 



青色申告会は、ボランティアの役員が中心となって活動しています 

ご存知ですか？ 

～記帳・帳簿等の保存制度～ 
複式簿記および簡易帳簿は次の帳簿に記帳し、一定期間保存する必要

があります。決算が終了したら再度確認しましょう。 

 

【帳簿書類および保存期間】 

区 分 帳簿書類の具体例 保存期間 

帳 簿 

複式簿記 仕訳帳、総勘定元帳など 

7年 
簡易帳簿 

現金出納帳、売掛帳、買掛帳、 

経費帳、固定資産台帳など 

決算関係書類 青色申告決算書、棚卸表など 7年 

現金・預金関係書類 
領収書、預金通帳、小切手帳、 

借用書など 
7年 

その他の書類 
納品書、請求書、送り状、見積書、契

約書、領収書控えなど 
5年 

 

帳簿書類の電子データ保存の申請 
青色申告者が備え付ける帳簿書類は一定期間保存する必要がありますが、納税者の事務負担

やコスト負担の軽減をはかるため、電子データにより保存することが

できる制度（電子帳簿保存法）があります。 

この制度の適用を受けることで、会計ソフトで作成した帳簿（仕訳

帳や総勘定元帳等）や書類（損益計算書や貸借対照表等）を紙に印刷

することなくデータの形で保存したり、取引先から入手した請求書等

一定の紙の書類をスキャナにより読み取り電子データで保存したり

（以下、スキャナ保存）することができます。 

この制度の適用を受ける場合は、下記書類を提出する必要があります。 

 

国税関係帳簿の電磁的記録等による

保存等の承認申請書（帳簿） 

承認を受けようとする国税関係帳簿の備付けを開始する日の

3か月前の日まで 

国税関係書類の電磁的記録等による

保存の承認申請書（書類） 

承認を受けようとする国税関係書類の保存を電磁的記録等の

保存をもって代える日の 3か月前の日まで 

国税関係書類の電磁的記録等による

スキャナ保存の承認申請書 

承認を受けようとする国税関係書類の保存をスキャナ保存を

もって代える日の 3か月前の日まで 

 


